
 

船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金交付要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、強度行動障害児者の短期入所の支援を行う施設（以下「対

象事業所」という。）の運営者に対して、支援に要した経費を予算の範囲内にお

いて、船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金（以下「補助

金」という。）を交付することにより、利用者の利用促進の向上を図るとともに、

運営費の軽減を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

 ⑴ 指定短期入所事業所 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第２９条第１

項に規定する指定障害福祉サービス事業者が行う法第５条第８項に規定する

短期入所に係る事業所をいう。 

 ⑵ 市町村審査会 法第１５条に規定する介護給付費等に係る障害支援区分に

関する審査・判定を行う審査会をいう。 

 ⑶ 障害支援区分 障害者等に対する障害福祉サービスの必要性を明らかにす

るため障害者等の心身の状態を総合的に示すものとして法第２１条に規定す

る区分をいう。 

（対象事業所） 

第３条 この事業の対象事業所は、支援対象者を受け入れ、千葉県内において設

置及び運営されている指定短期入所事業所のうち、法人が設置及び運営するも

のに限る。 

 （対象事業所の要件） 

第４条 指定短期入所事業所は次に掲げる要件を満たすものとする。 

 ⑴ 居室は、原則として個室とすること。 

⑵ 行動改善室、観察室等の行動障害の軽減のための各種の指導、訓練等を行

うための必要な設備を設けていること。ただし、構造上設備が困難な場合は、

この限りでない。 

 （実施の申請） 



 

第５条 この要綱に基づき船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業を

実施しようとする事業者は、船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事

業実施事業所申請書（第１号様式）に必要書類を添えて申請しなければならな

い。 

 （実施の承認） 

第６条 市長は、前条の申請を受理したときは、内容を審査し、船橋市短期入所

特別支援（強度行動障害）加算事業実施事業所承認・否認通知書（第２号様式）

により申請者に通知するものとする。 

 （暴力団等の排除） 

第６条の２ 第３条及び第４条の規定にかかわらず、市長は、事業者が船橋市暴

力団排除条例（平成２４年船橋市条例第１８号）第２条第１号に規定する暴力

団、同条第３号に規定する暴力団員等又は同条例第７条第１項に規定する暴力

団密接関係者（以下「暴力団等」という。）である場合は、申請を承認しない

ことができる。 

 （変更の届出等） 

第７条 事業者は、承認を受けた事項に変更、中止又は廃止の必要が生じたとき

は、船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業実施事業所承認事項変

更届出書（第３号様式）により、市長に届け出なければならない。 

２ 事業者は、承認を受けた事業を廃止、休止、又は再開するときは、船橋市短

期入所特別支援（強度行動障害）加算事業実施事業所廃止・休止・再開届出書

（第４号様式）により、市長に届け出なければならない。 

（交付の対象） 

第８条 この補助金の交付の対象は、指定短期入所事業所において、厚生労働大

臣が定める基準（平成１８年厚生労働省告示第５４３号）の別表第二の行動関

連項目の点数の合計が１３点以上であって、かつ、別表１の行動関連項目の欄

の説明の理解から過食・はんすう等までの区分のうち２点と算出された区分が

１以上あると船橋市が認定し、法第２２条に基づく支給決定を行った障害児者

（以下「対象者」という。）の支援に要した経費とする。 

（交付額の算定方法） 

第９条 この補助金の補助基準額及び補助率等は別表２のとおりとする。 



 

（交付申請） 

第１０条 補助金の交付を受けようとする対象事業所の事業者は、船橋市短期入

所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金交付申請書（第５号様式）に必要

書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

（交付可否の決定等） 

第１１条 市長は、前条の規定による申請を受理したときは、内容を審査し、補

助の可否を決定し、その旨を船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事

業補助金交付可否決定通知書（第６号様式）により、当該申請をした事業者に

通知する。 

（変更等の承認） 

第１２条 前条の規定による補助金を交付する旨の決定を受けた事業者（以下「交

付決定者」という。）は補助金に係る事業の変更、中止又は廃止の必要が生じた

ときは、船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金変更等申請

書（第７号様式）により、市長の承認を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１３条 補助事業を行う者は、当該事業が完了したとき（廃止の承認を受けた

ときを含む。）は、その完了した日から起算して２０日以内に船橋市短期入所特

別支援（強度行動障害）加算事業補助金実績報告書（第８号様式）を市長に提

出しなければならない。 

２ 前項の規定による報告は、補助金の交付決定に係る会計年度が終了したとき

も、行うものとする。 

 （額の確定） 

第１４条 市長は、前条の規定による実績報告を受理したときは、その内容を審

査し、補助金額を確定し、その旨を船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）

加算事業補助金確定通知書（第９号様式）により、交付決定者に通知する。 

 （交付の請求） 

第１５条 前条の規定により通知を受けた交付決定者は、船橋市短期入所特別支

援（強度行動障害）加算事業補助金交付請求書（第１０号様式）により、市長

に請求しなければならない。 

（交付決定の取消し） 



 

第１６条 市長は、対象施設の事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、

補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 偽りその他不正の手段により交付決定を受けたとき。 

⑵ 暴力団等であることが判明したとき。 

⑶ 補助金を他の用途に使用したとき。 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、補助金の交付決定の内容若しくはこれに付し

た条件その他法令等に違反したとき又は市長の処分に従わなかったとき。 

２ 前項の規定は、補助金の額の確定があった後においても適用があるものとす

る。 

３ 第１１条の規定は、第１項の規定による取消しをした場合について準用する。 

（補助金の返還） 

第１６条の２ 市長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消

しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、船

橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金返還命令書（第１１号

様式）によりその返還を命ずるものとする。 

（加算金及び延滞金） 

第１６条の３ 補助事業を行う者は、第１６条第１項の規定により補助金の交付

決定が取り消された場合において、補助金の返還を命ぜられたときは、その命

令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（そ

の一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）

につき年１０．９５パーセントの割合で計算した加算金を市に納付しなければ

ならない。 

２ 補助金が２回以上に分けて交付されている場合における前項の規定の適用に

ついては、返還を命ぜられた額に相当する補助金は、最後の受領の日に受領し

たものとし、当該返還を命ぜられた額がその日に受領した額を超えるときは、

当該返還を命ぜられた額に達するまで順次遡りそれぞれの受領の日において受

領したものとする。 

３ 第１項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、補助事

業を行う者の納付した金額が返還を命ぜられた補助金の額に達するまでは、そ

の納付金額は、まず当該返還を命ぜられた補助金の額に充てられたものとする。 



 

４ 補助事業を行う者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付し

なかったときは、納期日の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、その未

納付額（未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間

についてはその納付額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合で

計算した延滞金を市に納付しなければならない。 

 （交付の特例） 

第１７条 市長は、特に必要があると認めるときは、補助金を概算払いにより交

付することができる。 

２ 前項の規定により補助金の概算払いを受けようとするときは、船橋市短期入

所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金概算払請求書（第１２号様式）を

市長に提出しなければならない。 

３ 第１４条の規定により補助金の額を確定した場合において、既にその額を超

える補助金が概算払いにより交付されているときは、その超える額について第

１６条の２及び第１６条の３の規定を準用する。 

（関係書類の整備） 

第１８条 補助事業を行う者は、当該補助事業に係る経費の収支を明らかにした

書類その他の関係書類を整備し、これらを事業完了の日（事業の変更、中止又

は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後

５年間保管しておかなければならない。 

（調査又は報告） 

第１９条 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるとき

は、補助事業を行う者に対して、補助事業の遂行に関する状況を調査し、又は

報告を徴することができる。 

 （雑則） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月２６日より施行し、平成２５年４月１日から適用



 

する。 

  附 則 

この要綱は、平成２７年１月５日より施行し、平成２６年４月１日から適用す

る。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日より施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年１月１日より施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和５年１２月１日より施行し、令和５年４月１日から適用する。 

  



 

別表１ 

行動関連項

目 

0点 1点 2点 

コミュニケ

ーション 

1.日常生活に支障がない 2.特定の者で

あればコミュ

ニケーション

できる 

3.会話以外の

方法でコミュ

ニケーション

できる 

4.独自の方法

でコミュニケ

ーションでき

る 

5.コミュニケ

―ションでき

ない 

説明の理解 1.理解できる 2.理解できな

い 

3.理解できて

いるか判断で

きない 

大声・奇声を

出す 

1.支援が不要 2.希に支援が

必要 

3.月に 1回以

上の支援が必

要 

4.週に 1回以

上の支援が必

要 

5.ほぼ毎日（週

5日以上の）支

援が必要 

異食行動 1.支援が不要 2. 希に支援

が必要 

3.月に 1回以

上の支援が必

要 

4.週に 1回以

上の支援が必

要 

5.ほぼ毎日（週

5日以上の）支

援が必要 

多動・行動停

止 

1.支援が不要 2. 希に支援

が必要 

3.月に 1回以

上の支援が必

要 

4.週に 1回以

上の支援が必

要 

5.ほぼ毎日（週

5日以上の）支

援が必要 

不安定な行

動 

1.支援が不要 2. 希に支援

が必要 

3.月に 1回以

上の支援が必

要 

4.週に 1回以

上の支援が必

要 

5.ほぼ毎日（週

5日以上の）支

援が必要 

自らを傷つ

ける行為 

1.支援が不要 2. 希に支援

が必要 

3.月に 1回以

上の支援が必

要 

4.週に 1回以

上の支援が必

要 

5.ほぼ毎日（週

5日以上の）支

援が必要 

他人を傷つ

ける行為 

1.支援が不要 2. 希に支援

が必要 

3.月に 1回以

上の支援が必

要 

4.週に 1回以

上の支援が必

要 

5.ほぼ毎日（週

5日以上の）支

援が必要 

不適切な行

為 

1.支援が不要 2. 希に支援

が必要 

3.月に 1回以

上の支援が必

要 

4.週に 1回以

上の支援が必

要 

5.ほぼ毎日（週

5日以上の）支

援が必要 

突発的な行

動 

1.支援が不要 2. 希に支援

が必要 

3.月に 1回以

上の支援が必

要 

4.週に 1回以

上の支援が必

要 

5.ほぼ毎日（週

5日以上の）支

援が必要 

過食・はんす

う等 

1.支援が不要 2. 希に支援

が必要 

3.月に 1回以

上の支援が必

要 

4.週に 1回以

上の支援が必

要 

5.ほぼ毎日（週

5日以上の）支

援が必要 

てんかん 1.年に1回以上 2.月に 1回以

上 

3.週に 1回以

上 



 

別表２ 

基準額 対象経費 補助率等 

対象者１人当たり日

額４，７２０円 

 

対象者の支援にあた

る職員の人件費等 

１０／１０ 

補助基準額と補助対象経費の実支

出額から寄付金その他の収入額を

控除した額とを比較して、少ない

方の額。 

 



 

第１号様式 

船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業実施事業所申請書 

 

年  月  日 

 

 船橋市長 あて 

 

                  住    所 

                  法  人  名 

       代表者職氏名 

事業所の種別  

事業所の名称  

事業所の所在地  

事業所の定員 入所：       人 通所部：       人 

短期入所定員 宿泊：       人  

行動改善室・観察室      有  ・  無 

事業開始（変更）年月日  

 

 

（添付書類） 

 （１）建物の平面図、各室ごとの室名及び面積表 

 （２）その他市長が必要であると認める資料 



 

第２号様式 

船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業 

実施事業所承認・否認通知書 

                   

     第     号 

                       年  月  日 

 住    所 

法  人  名 

代表者職氏名        様  

 

                船橋市長 

 

   年  月  日付けで申請のあった船橋市短期入所特別支援（強度行動

障害）加算事業実施事業所について下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１ 承認する 

   

２ 承認しない 

 理由 



 

第３号様式 

船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業 

実施事業所承認事項変更届出書 

           

年  月  日 

 

 船橋市長  あて 

 

                    住    所 

                    法  人  名 

                    代表者職氏名 

 

 次のとおり承認を受けた内容を変更したので届け出ます。 

承認内容を変更した

事業所 

種別  

名称  

所在地  

変更があった事項 変更の内容 

１ 事業所の種別・名称・所在地  

２ 事業所の定員・短期入所定員 

３ 行動改善室・観察室 

４ 建物の平面図、各室ごとの室名及び面

積表 

変更年月日  

備考 変更内容がわかる書類を添付してください。 

 



 

第４号様式 

船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業 

実施事業所廃止・休止・再開届出書 

 

年  月  日 

 

 船橋市長  あて 

 

住    所 

法  人  名 

代表者職氏名 

 

 次のとおり短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業実施事業所を廃止・休

止・再開しましたので届け出ます。 

廃止・休止・再開する施設 種別  

名称  

所在地  

廃止・休止・再開した年月日  

廃止・休止した理由  

短期入所特別支援（強度行動

障害）加算事業実施事業所に

入所していた者に対する措置

（廃止・休止した場合のみ） 

 

休止予定期間  

 



 

第５号様式 

船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業 

補助金交付申請書 

 

年  月  日 

 

船橋市長  あて 

 

                     住    所 

                     法  人  名 

                     代表者職氏名 

 

     年度船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金の交付

を受けたいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額                 円 

 

２ 短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金所要額調書（別紙Ａ） 

 

３ 収支予算書抄本 



 

第６号様式 

船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業 

補助金交付可否決定通知書 

             

                 指令第   号 

                           年  月  日 

 

住    所 

法  人  名 

代表者職氏名          様 

 

                       船橋市長 

 

   年  月  日付けで申請のあった船橋市短期入所特別支援（強度行動障

害）加算事業補助金の交付について、下記のとおり決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 交付決定額                円 

 

２ 交付条件 

（１）補助事業等の内容又は経費の配分の変更をするときは、市長の承認を得る

こと。  

（２）補助事業等を中止し、又は廃止するときは、市長の承認を得ること。  

 

３ 交付しない 

 理由 

 



 

第７号様式 

船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業 

補助金変更等承認申請書 

 

年  月  日 

 

船橋市長  あて 

 

                     住    所 

                     法  人  名 

                     代表者職氏名 

 

   年  月  日付け    指令第  号で交付決定のあった船橋市短期

入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金に係る事業を下記のとおり変更（中

止・廃止）したいので、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 変更、中止又は廃止年月日 

 

２ 変更、中止又は廃止の内容 

  変更前 

  変更後 

 

 

 



 

第８号様式 

船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業 

補助金実績報告書 

 

年  月  日 

 

船橋市長  あて 

 

                     住    所 

                     法  人  名 

                     代表者職氏名 

 

   年  月  日付    指令第  号で交付決定のあった船橋市短期入

所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金に係る事業実績について、関係書類

を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金精算書（別紙Ｂ） 

 

２ 収支決算（見込）書抄本 

 



 

第９号様式 

船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業 

補助金確定通知書 

               

               第     号 

                           年  月  日 

 

住    所 

法  人  名 

代表者職氏名          様 

 

                       船橋市長 

 

   年  月  日付で実績報告のあった船橋市短期入所特別支援（強度行動

障害）加算事業補助金について、交付額を下記のとおり確定したので通知します。 

 

記 

 

１ 交付確定額                  円 

 

２ 交付決定額                  円  

 



 

第１０号様式 

船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金交付請求書 

 

年  月  日 

 

船橋市長  あて 

 

                     住    所 

                     法  人  名 

                     代表者職氏名 

 

   年  月  日付け    第  号で額の確定のあった船橋市短期入所

特別支援（強度行動障害）加算事業補助金の交付を下記のとおり請求します。 

 

記 

 

 

              円 

 

  



 

第１１号様式 

船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金返還命令書 

 

 第     号 

  年  月  日 

住    所 

法  人  名 

代表者職氏名          様 

 

船橋市長        

 

 船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金交付要綱の規定によ

り、次のとおり補助金の返還をしてください。 

返還すべき金額 円 

返 還 期 限     年  月  日まで 

返 還 の 理 由  

返 還 方 法  

指 令 年 月 日 年  月  日 指令番号   第  号 

補 助 年 度       年度 

交 付 決 定 額 円 

既 交 付 額 円 

交 付 確 定 額 円 

 



 

第１２号様式 

船橋市短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金概算払請求書 

 

年  月  日 

 

船橋市長  あて 

 

                     住    所 

                     法  人  名 

                     代表者職氏名 

 

   年  月  日付    指令第  号で交付決定のあった船橋市短期入

所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金を下記のとおり概算払されますよう

請求します。 

 

記 

 

                円 

 

  



 

 

 



 

 

 


